

別記様式第１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年    月    日
　株式会社全力優 みやぎＵＩＪターン起業支援事業担当者　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　事務所・店舗等の所在地又は代表者住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名（会社名・屋号等(未定の場合は仮称を記載)）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　みやぎＵＩＪターン起業支援事業　事業計画申請書

下記のとおり、みやぎＵＩＪターン起業支援事業の認定を受けたいので申請します。

≪事業計画の名称≫

１．事業テーマ名： (事業内容を的確に表現した簡潔な名称を示してください)


２．事業計画の骨子：　(事業計画の骨子を示してください)


３．補助金希望額　：　(100万円以内で補助金希望額を記載ください) 
　　　　　　　　　　　　　　円



別記様式第２号
事　　業　　計　　画　　書
	【申請上の注意】
１　各項目には指定された必要事項を必ず記載すること。記載もれ等提出書類に不備がある場合は、審査の対象から外す場合があります
２　未定、不明の項目については、その旨を記載し、確定する時期を記載してください
３　PCで作成する場合、フォントサイズは9ポイント以上を使用してください



１　申請者の概要
　(1) 事業者の名称、所在地等
	フリガナ
	

	事業者名
(社名･屋号等)
	
※未定の場合は仮称を必ずつけてください。

	事務所･
店舗等の
所 在 地
	〒　　－　　　


(明確に決まっていないときは「○○市(町)内(予定)」でも可。)
	TEL
	　　　（　　）

	
	
	FAX
	（　　）

	
	
	E-mail
	

	起業日
	起業日 (予定日)　
令和　　年　　月　　日（法人の場合：登記日）

	起業形態
	法人　・　個人
	(法人の方のみ)
資本金／代表者の議決権比率
	円
％

	従事者数
	(法人の方のみ)
役員の人数
	
人
	代表者以外の
従業員数
(うち、家族)
	人
(　　 　 人)
	パート・
アルバイト
	
人


　
(2) 代表者の情報
	フリガナ
	
	性 別
	□ 男

□ 女
	生年月日
	□大正、□昭和、□平成
　　　　年　　月　　日

	氏　名
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	携帯電話
	（　　　）

	現住所
※住民票に記載されている住所
	〒　　－



	TEL
	（　　　）

	
	
	E-mail
	

	移住(予定)日
	令和　　　年　　　月　　　日　　　移住済み　・　　移住予定

	現住所
※住民票と現住所が違う場合のみ記載
	〒　　－




	前住所
※移住済の場合のみ記載
	〒　　－




	本事業以外の事業経営経験
	□ 事業を経営したことがない。
□ 事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。
　　┗ 事業形態〔 □個人事業、　□会社、　□企業組合・協業組合、　□特定非営利法人 〕
　　　 事業内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
□ 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。（やめた時期：□昭和・□平成・□令和　　年 　月）

	職　歴
	□昭・□平・□令   年  月　　（会社名、担当業務を簡潔に記載する）

	
	□昭・□平・□令   年  月　　

	
	□昭・□平・□令   年  月　　



２　事業計画
(1) 事業計画の名称
（様式１）「事業テーマ名」に記載した名称と同じ名称を記載してください。
	


(2) 事業の概要
起業に至った経緯や事業を通じて解決したい社会課題、この事業がなぜ必要とされているのか、具体的なニーズや背景、事業の内容をわかりやすく記載してください。
	





















(3) 事業の手法
商品・サービスを示し、それらを生み出すための一連の仕組み（ビジネスモデル）をわかりやすく記載してください。
	












(4) 事業の準備状況（必要な資格・届出等）
	≪資格・届出等が必要な事業の場合…取得等の状況≫
・資　格：
・届出等：


※　資格・届出等の名称と取得の日付を記載してください（手続中・準備中の場合は「○月頃取得(手続)予定」と記載）。



(5) 事業のＰＲポイント
　　審査のために重要な事項ですので、分かりやすく記載してください。
	経営者の経歴と思い
	○経営者が有する知識、経験、熱意を記載してください
















	社会性
	○事業を通じて解決したい社会課題を、その社会課題が発生する背景も含めて記載してください
○その課題を解決することが社会にとってなぜ必要かを客観的に説明してください














	事業性
	○だれに、どのような商品・サービスを、どう提供するかを簡潔に記載してください
○商品・サービスの新規性、他と比較した際の優位性を説明してください














	継続性
	○事業を継続する上で重要な目標を設定し、どのように目標を達成するかを記載してください
○どのように安定的に事業収益を得ていくかを説明してください














	必要性
	○ニーズを裏付ける客観的な情報、または顧客からの声を記載してください
○事業展開予定の地域において、商品・サービスの提供が必要である理由を説明してください














	デジタル技術の活用
	○事業における生産性の向上・機会損失の解消及び顧客の利便性の向上につながるデジタル技術の活用方法を記載してください
○例：HP作成、ECサイト作成、電子決済の導入等


(5) 
事業（創業）のスケジュール

	具　体　的　な　実　施　項　目

	
	１月
	２月
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月

	記　入　例
	※事業への取り組み内容(既に実施した作業がある場合はそれも含む)を記載してください。
＜子育て交流カフェ＞

内装等開店準備

人材募集
メニュー開発

	
	広報活動

	
カフェ営業開始

	
	広報活動

	
	子育て教室サービス開始

	
	
	
	

	

	開業１年目　　(令和　年　月～　年　月)
	１月
	２月
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月

	
	














	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開業２年目　　(令和　年　月～　年　月)
	１月
	２月
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月

	
	














	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(6) ※　期間の区切りは、個人事業は１月から１２月、法人は決算期で区切って記載してください。

３　事業見通し
（単位：円）
	
	開業１年目
令和　年　月　日～
令和　年　月　日
	開業２年目
令和　年　月　日～
令和　年　月　日
	売上高、売上原価（仕入高）、経費を計算した根拠を記載してください。

	売　上　高　①
	
	
	

	売 上 原 価 ②
	
	
	

	




経

費
	人 件 費 (注1)
	
	
	

	
	家　　賃
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	経　費　計　③
	
	
	

	利益①-②-③
	
	
	


（注1）個人事業で創業の場合、事業主分は含めません。

４　開業に必要な資金の調達方法
（単位：円）
	調達の方法
	金額
	内訳（相手先・補助金名等）

	(1)自己資金
	円
	

	(2)借　　入
	円
	○親族、知人、金融機関等からの借入を記載してください。
（　　　　　　　　　円）
　（　　　　　　　　　円）
（　　　　　　　　　円）

	(3)補助金
	円
	○起業にあたり活用する補助金を全て記載してください。
みやぎＵＩＪターン起業支援事業　補助金（　　 　　　　　　　円）
（　　　　 　　　　　円）
（　　　　 　　　　　円）

	合計(1)+(2)+(3)
	円
	


（注）自己資金、借入がない場合は、金額欄に０を記載してください。


別記様式第３号

補助事業経費明細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区 分
	対象経費の内訳
（対象期間：交付決定日～令和　年　月　日）
	補助対象経費の額

	起業・事業運営に係る経費
	事務所
開設費
	
	

	
	                                                   小計（ａ） 
	円

	
	初度備品費
	
	

	
	小計（ｂ） 
	円

	
	専門家経費
	
	

	
	小計（ｃ） 
	円

	
	事業費
	
	

	
	小計（d） 
	円

	
	起業に係る経費　計（ｅ＝ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ）
	円

	
	　　　　　　　　　　 補助金申請額（ｅ×１/２　※上限100万円）
	円


※　科目ごとに、品名・サービス名、単価、数量などを記入してください。
※　区分ごとの記入欄は必要に応じて大きさを変更してください。
（注１）補助金申請額は、補助対象経費合計額(e)の１／２以内で、千円未満は切り捨てとし、上限は100万円です
（注２）補助金の使途に関係する経費のみを記載してください



1

